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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

1  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

1  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在） （平成19年３月31日現在）

 
現金及び預貯金 2,429百万円

有価証券 56,930百万円

現金同等物以外の有価証券 △52,560百万円

現金及び現金同等物 6,799百万円

  

 
現金及び預貯金 1,977百万円

コールローン 

有価証券 
1,400百万円

51,155百万円

現金同等物以外の有価証券 △47,792百万円

現金及び現金同等物 6,740百万円

  
2  投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事

業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フ

ローを含んでおります。 

2          同左 
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 
１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

減損損失 

累計額 

相当額 

中間期末

残高相当額

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

動産 113 67 － 46

その他 14 13 － 1

計 128 80 － 47

 

 

取得価額

相当額

減価償却 

累計額 

相当額 

減損損失 

累計額 

相当額 

期末 

残高 

相当額 

 (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

動産 117 66 － 51

その他 14 11 － 2

計 131 78 － 53

   なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末

残高が固定資産の中間期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しております。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 
② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 
② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 
 １年内 22百万円

 １年超 25百万円

 合計 47百万円

リース資産減損勘定の残高 －百万円

 

 １年内 25百万円

 １年超 27百万円

 合計 53百万円

リース資産減損勘定の残高 －百万円
 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 
支払リース料 15百万円

リース資産減損勘定の取崩額 －百万円

減価償却費相当額 15百万円

減損損失 －百万円

 

支払リース料 87百万円

リース資産減損勘定の取崩額 －百万円

減価償却費相当額 87百万円

減損損失 －百万円

 
④ 減価償却費相当額の算定方法 ④減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左  
 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 

１年内 8百万円

１年超 10百万円

合計 19百万円

 

１年内 8百万円

１年超 14百万円

合計 23百万円
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（有価証券関係） 

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

種類 
中間貸借 

対照表 

計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円）

差額 

（百万円）

貸借対照表

計上額 

（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円）

公社債 33,968 33,985 16 31,910 31,914 4

外国証券 808 839 30 909 942 33

合計 34,777 34,824 47 32,819 32,857 38

2. 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）及び前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

3. その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日現在） 

種類 
取得原価 

（百万円） 

中間貸借 

対照表 

計上額 

（百万円）

差額 

（百万円）

取得原価 

（百万円）

貸借 

対照表 

計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円）

公社債 17,594 17,782 187 14,819 14,972 153

外国証券 － － － － － －

合計 17,594 17,782 187 14,819 14,972 153

 

4. 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日現在） 

(1) 満期保有目的の債券 (1) 満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 (2) 子会社株式及び関連会社株式 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 

(3) その他有価証券 (3) その他有価証券 

その他       4,370百万円 その他       3,363百万円 

 

 

（金銭の信託関係） 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）及び前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在）及び前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

該当事項はありません。 
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（１株当たり情報） 

当中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額         38,248.34円 

１株当たり中間純利益        4,891.49円 
１株当たり純資産額         33,301.55円 

１株当たり当期純利益        3,997.46円 

（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないので記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益（百万円） 1,956 1,598 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 1,956 1,598 

普通株式の期中平均株式数（千株） 400 400 

 

（重要な後発事象） 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前事業年度（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 



 

－  － 
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（ソニー銀行株式会社の中間財務諸表） 

① 中間貸借対照表 

  
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）      

現金預け金  10,916 1.13 7,977 0.99 

預け金  10,916  7,977  

コールローン  271,637 28.12 103,059 12.77 

有価証券 ※1,5 348,383 36.06 381,234 47.25 

国債  143,712  131,025  

短期社債  2,997  20,984  

社債  57,305  74,720  

株式  3,000  －  

その他の証券  141,366  154,504  

貸出金 
※2,3 
 4,6 

319,128 33.03 284,712 35.29 

証書貸付  312,137  278,662  

当座貸越  6,990  6,050  

外国為替  2,565 0.27 4,156 0.51 

外国他店預け  2,565  4,156  

その他資産  10,925 1.13 23,552 2.92 

未決済為替貸  103  133  

前払費用  1  8  

未収収益  2,398  2,490  

先物取引差入証拠金  2,661  2,161  

金融派生商品  4,410  4,240  

未収金  392  13,788  

その他の資産 ※5 956  728  

有形固定資産 ※7 437 0.04 481 0.06 

建物  58  62  

その他の有形固定資産  379  418  

無形固定資産  1,191 0.12 1,202 0.15 

ソフトウェア  1,188  1,199  

その他の無形固定資産  2  2  

繰延税金資産  1,120 0.12 634 0.08 

貸倒引当金  △188 △0.02 △162 △0.02 

資産の部合計  966,117 100.00 806,848 100.00 
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当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）      

預金  888,442 91.96 752,366 93.25 

普通預金  232,358  235,997  

定期預金  475,971  368,034  

その他の預金  180,113  148,334  

コールマネー ※5 24,000 2.48 10,000 1.24 

外国為替  10 0.00 0 0.00 

未払外国為替  10  0  

その他負債  15,078 1.56 7,259 0.90 

未決済為替借  2  －  

未払法人税等  50  50  

未払費用  3,897  3,377  

前受収益  1  1  

金融派生商品  1,959  2,543  

その他の負債  9,166  1,285  

賞与引当金  122 0.01 187 0.02 

退職給付引当金  131 0.01 116 0.01 

役員退職慰労引当金  46 0.01 41 0.00 

負債の部合計  927,832 96.03 769,970 95.43 

（純資産の部）      

資本金  25,000 2.59 25,000 3.10 

資本剰余金  15,000 1.55 15,000 1.86 

資本準備金  15,000  15,000  

利益剰余金  3,849 0.40 1,804 0.22 

その他利益剰余金  3,849  1,804  

繰越利益剰余金  3,849  1,804  

株主資本合計  43,849 4.54 41,804 5.18 

その他有価証券評価差額金  △5,155 △0.53 △4,462 △0.55 

繰延ヘッジ損益  △409 △0.04 △464 △0.06 

評価・換算差額等合計  △5,564 △0.57 △4,926 △0.61 

純資産の部合計  38,284 3.97 36,878 4.57 

負債及び純資産の部合計  966,117 100.00 806,848 100.00 
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② 中間損益計算書 

  
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

経常収益  11,581 100.00 19,470 100.00 

資金運用収益  7,444  12,763  

貸出金利息  3,184  4,580  

有価証券利息配当金  3,244  7,208  

コールローン利息  960  910  

預け金利息  2  3  

金利スワップ受入利息  18  6  

その他の受入利息  33  54  

役務取引等収益  973  1,619  

受入為替手数料  87  158  

その他の役務収益  885  1,460  

その他業務収益  3,157  5,065  

外国為替売買益  2,313  4,339  

国債等債券売却益  481  682  

国債等債券償還益  0  0  

金融派生商品収益  362  －  

その他の業務収益  －  42  

その他経常収益  6  21  

その他の経常収益  6  21  

経常費用  10,002 86.37 18,116 93.05 

資金調達費用  4,954  8,174  

預金利息  4,639  7,380  

コールマネー利息  57  59  

売渡手形利息  －  4  

金利スワップ支払利息  257  731  

役務取引等費用  666  1,067  

支払為替手数料  34  65  

その他の役務費用  632  1,002  

その他業務費用  479  1,149  

国債等債券売却損  273  845  

金融派生商品費用  －  303  

その他の業務費用  205  －  
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当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

営業経費 ※1 3,875  7,665  

その他経常費用  26  58  

貸倒引当金繰入額  26  33  

貸出金償却  －  0  

その他の経常費用  0  25  

経常利益  1,579 13.63 1,354 6.95 

税引前中間（当期）純利益  1,579 13.63 1,354 6.95 

法人税、住民税及び事業税  1 0.01 3 0.02 

法人税等調整額  △468 △4.04 326 1.67 

中間（当期）純利益  2,045 17.66 1,023 5.26 
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③ 中間株主資本等変動計算書 

 

Ⅰ 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

株主資本 評価・換算差額等 

資本剰余金 利益剰余金

その他利益
剰余金 

 
資本金 

資本準備金
繰越利益剰
余金 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

純資産合計

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

25,000 15,000 1,804 41,804 △4,462 △464 △4,926 36,878

中間会計期間中の変動額    

中間純利益 － － 2,045 2,045 － － － 2,045

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

－ － － － △693 54 △638 △638

中間会計期間中の変動額合
計（百万円） 

－ － 2,045 2,045 △693 54 △638 1,406

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

25,000 15,000 3,849 43,849 △5,155 △409 △5,564 38,284

 

Ⅱ 前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

株主資本 評価・換算差額等 

資本剰余金 利益剰余金

その他利益
剰余金 

 
資本金 

資本準備金
繰越利益剰
余金 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

純資産合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

25,000 15,000 781 40,781 △6,065 － △6,065 34,715

事業年度中の変動額    

当期純利益 － － 1,023 1,023 － － － 1,023

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

－ － － － 1,602 △464 1,138 1,138

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1,023 1,023 1,602 △464 1,138 2,162

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

25,000 15,000 1,804 41,804 △4,462 △464 △4,926 36,878
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④ 中間キャッシュ・フロー計算書 

  
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

税引前中間（当期）純
利益 

 1,579 1,354 

減価償却費  317 1,049 

貸倒引当金の増加額  26 0 

賞与引当金の減少額  △64 △43 

退職給付引当金の増加
額 

 15 23 

役員退職慰労引当金の
増加額 

 4 8 

資金運用収益  △7,444 △12,763 

資金調達費用  4,954 8,174 

有価証券関係損益
（△） 

 △8 △491 

為替差損益（△）  169 △4,232 

貸出金の純増（△）減  △34,415 △45,245 

預金の純増減（△）  136,145 152,587 

コールローン等の純増
（△）減 

 △168,578 △82,885 

コールマネー等の純増
減（△） 

 14,000 △100,700 

外国為替（資産）の純
増（△）減 

 1,590 1,591 

外国為替（負債）の純
増減（△） 

 10 △5 

資金運用による収入  7,944 14,204 

資金運用による支出  △4,355 △7,098 

その他  △1,482 △4,282 

小計  △49,590 △78,752 

法人税等の支払額  △3 △3 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △49,593 △78,756 
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当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

有価証券の取得による
支出 

 △140,256 △275,484 

有価証券の売却による
収入 

 47,239 115,130 

有価証券の償還による
収入 

 145,852 231,792 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △84 △277 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 10 - 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △228 △614 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 52,532 70,547 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

   

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 － － 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 2,939 △8,209 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 7,977 16,186 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※1 10,916 7,977 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

有価証券の評価は、売買目的有価

証券については中間決算日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価は移

動平均法により算定）、満期保有目

的の債券については移動平均法によ

る償却原価法（定額法）、子会社株

式については移動平均法による原価

法、その他有価証券のうち時価のあ

るものについては中間決算日の市場

価格等に基づく時価法（売却原価は

移動平均法により算定）により行っ

ております。 

なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法によ

り処理しております。 

 

有価証券の評価は、売買目的有価

証券については決算日の市場価格等

に基づく時価法（売却原価は移動平

均法により算定）、満期保有目的の

債券については移動平均法による償

却原価法（定額法）、その他有価証

券のうち時価のあるものについては

決算日の市場価格等に基づく時価法

（売却原価は移動平均法により算

定）により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額

については、全部純資産直入法によ

り処理しております。 

２．デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価

法により行っております。 

同左 

(1）有形固定資産 (1) 有形固定資産 ３．固定資産の減価償却の 

方法 有形固定資産の減価償却は、定率

法（当社の建物は、建物附属設備の

みであります。）を採用し、年間減

価償却費見積額を期間により按分し

計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物  ６年～18年 

動産  ２年～20年 

 

有形固定資産の減価償却は、定率

法（当社の建物は、建物附属設備の

みであります。）を採用しておりま

す。なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物  ６年～18年 

動産  ２年～20年 

 

 （会計方針の変更）  

 平成19年度税制改正に伴い、平成

19年４月１日以後に取得した有形固

定資産については、改正後の法人税

法に基づく償却方法により減価償却

費を計上しております。この変更に

よる経常利益及び税引前中間純利益

への影響は軽微であります。 

 

 

 （追加情報）  

 当中間会計期間より、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産

については、償却可能限度額に達し

た事業年度の翌事業年度以後、残存

簿価を５年間で均等償却しておりま

す。なお、これによる中間貸借対照

表等に与える影響額は軽微でありま

す。 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 (2）無形固定資産 (2) 無形固定資産 

 無形固定資産の減価償却は、定額

法により償却しております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づいて償却しております。 

 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 貸倒引当金は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、予め定めている償

却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及

び貸倒引当金の監査に関する実務指針

（日本公認会計士協会銀行等監査特別

委員会報告第４号）に規定する正常先

債権及び要注意先債権に相当する債権

については、一定の種類毎に分類し、

過去の一定期間における各々の貸倒実

績から算出した貸倒実績率等に基づき

引き当てております。破綻懸念先債権

に相当する債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額

のうち必要と認める額を引き当ててお

ります。破綻先債権及び実質破綻先債

権に相当する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証に

よる回収可能見込額を控除した残額を

引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定

基準に基づき、関連部署の協力の下

に資産査定部署が資産査定を実施し

ており、その査定結果により上記の

引当を行っております。 

 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる

損失に備えるため、予め定めている償

却・引当基準に則り、次のとおり計上

しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に

係る内部統制の検証並びに貸倒償却及

び貸倒引当金の監査に関する実務指針

（日本公認会計士協会銀行等監査特別

委員会報告第４号）に規定する正常先

債権及び要注意先債権に相当する債権

については、一定の種類毎に分類し、

過去の一定期間における各々の貸倒実

績から算出した貸倒実績率等に基づき

引き当てております。破綻懸念先債権

に相当する債権については、債権額か

ら担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額

のうち必要と認める額を引き当ててお

ります。実質破綻先債権に相当する債

権については、債権額から担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見

込額を控除した残額を引き当てており

ます。 

すべての債権は、資産の自己査定

基準に基づき、関連部署の協力の下

に資産査定部署が資産査定を実施し

ており、その査定結果により上記の

引当を行っております。 

 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支

払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当中間会計期

間に帰属する額を計上しております。

 

 賞与引当金は、従業員への賞与の支

払いに備えるため、従業員に対する賞

与の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する額を計上しております。 

 

(3）退職給付引当金 （3）退職給付引当金 

 退職給付引当金は、従業員の退職給

付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生している

と認められる額を計上しております。

 

退職給付引当金は、従業員の退職給

付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、必

要額を計上しております。 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備える

ため、役員に対する退職慰労金の支給

見積額のうち、当中間会計期間末まで

に発生していると認められる額を役員

退職慰労引当金として計上しておりま

す。 

 

役員の退職に対して内規に基づく当

事業年度末要支給額を役員退職慰労引

当金として計上しております。 

５．外貨建て資産及び負債の本

邦通貨への換算基準 
 

外貨建資産・負債は、中間決算日

の為替相場による円換算額を付して

おります。 

 外貨建資産・負債は、決算日の為替

相場による円換算額を付しておりま

す。 

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に準じた会計処理に

よっております。 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 金融資産から生じる金利リスクの

ヘッジ取引に対するヘッジ会計の方

法として、繰延ヘッジ又は時価ヘッ

ジを適用しております。固定金利の

貸出金の相場変動を相殺するヘッジ

においては、「銀行業における金融

商品会計基準適用に関する会計上及

び監査上の取扱い」（日本公認会計

士協会業種別監査委員会報告第 24

号）に基づき一定の残存期間毎にグ

ルーピングしてヘッジ対象を識別

し、金利スワップ取引をヘッジ手段

として指定しております。また、そ

の他有価証券に区分している固定金

利の債券の相場変動を相殺するヘッ

ジにおいては、個別にヘッジ対象を

識別し、金利スワップ取引等をヘッ

ジ手段として指定しております。

ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重

要な条件がほぼ同一となるような

ヘッジ指定を行っているため、高い

有効性があるとみなしており、これ

をもって有効性の判定に代えており

ます。 

同左 

８．消費税等の会計処理 

 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。た

だし、有形固定資産等に係る控除対

象外消費税等は当中間会計期間の費

用に計上しております。 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。た

だし、有形固定資産等に係る控除対

象外消費税等は当事業年度の費用に

計上しております。 
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項目 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

９.（中間）キャッシュ・ 

フロー計算書における資

金の範囲 

中間貸借対照表上の「現金預け金」

から譲渡性預け金を除いたものであり

ます。 

貸借対照表上の「現金預け金」から

譲渡性預け金を除いたものでありま

す。 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   

   

 

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号平成 17 年 12 月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成 17 年

12 月９日）を当事業年度から適用しております。 

当事業年度末における従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は 37,342百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則及び銀行法施行規則の改

正に伴い、改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規

則により作成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

 ※ １.関係会社の株式総額 3,000百万円  

 

 

※ ２. 貸出金のうち、破綻先債権額は22百万円、延

滞債権額は60百万円であります。なお、破綻先債

権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継

続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収

利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行った部

分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい

う。)のうち、法人税法施行令(昭和40年政令第97

号)第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事

由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸

出金であります。また延滞債権とは、未収利息不

計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経

営再建又は支援を図ることを目的として利息の支

払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

※ ２. 貸出金のうち、延滞債権額は 24 百万円であり

ます。なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸出

金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予

した貸出金以外の貸出金であります。 

 

※ ３. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は282百万

円であります。なお、貸出条件緩和債権とは、債

務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め

を行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３

カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

※ ３. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は252百万

円であります。なお、貸出条件緩和債権とは、債

務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし

て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決め

を行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３

カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

※ ４. 破綻先債権額、延滞債権額及び貸出条件緩和債

権額の合計額は365百万円であります。なお、上記

２. から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前

の金額であります。 

※ ４. 延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額

は277百万円であります。なお、上記２. から４．

に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。 

※ ５. 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

※ ５. 担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

担保に供している資産 担保に供している資産 

有価証券       24,731百万円 有価証券        10,266百万円 

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務 

コールマネー     24,000百万円 コールマネー      10,000百万円 

上記のほか、内国為替決済、デリバティブ等の

取引の担保として有価証券53,351百万円を差し入

れております。また、その他の資産のうち保証金

は283百万円であります。 

上記のほか、内国為替決済、デリバティブ等の

取引の担保として有価証券34,820百万円を差し入

れております。 
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当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 

前事業年度末 

（平成19年３月31日） 

※ ６. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出

を受けた場合に、契約上規定された条件について違

反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、10,115百万円であります。このう

ち原契約期間が1年以内のものが10,115百万円あり

ます。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ

る旨の条項が付けられております。 

※ ６. 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出

を受けた場合に、契約上規定された条件について違

反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けるこ

とを約する契約であります。これらの契約に係る融

資未実行残高は、9,483百万円であります。このう

ち原契約期間が1年以内のものが9,483百万円ありま

す。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに

終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響

を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当

の事由があるときは、当社が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができ

る旨の条項が付けられております。 

※ ７. 有形固定資産の減価償却累計額 

1,265百万円 

※ ７. 有形固定資産の減価償却累計額 

1,190百万円 

 

 

(中間損益計算書関係) 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※ １．減価償却実施額は下記のとおりであります。 ※ １．減価償却実施額は下記のとおりであります。 

有形固定資産    76百万円 

無形固定資産    241百万円 

有形固定資産    162百万円 

無形固定資産    887百万円 
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(中間株主資本等変動計算書関係) 

 

Ⅰ 当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数(千株) 

当中間会計期間 

増加株式数(千株)

当中間会計期間 

減少株式数(千株) 

当中間会計期間末株

式数(千株) 

発行済株式     

普通株式  500 - - 500 

合計 500 - - 500 

自己株式     

 普通株式 - - - - 

合計 - - - - 

  

  ２.配当に関する事項 

    該当事項はありません。   

 

 

Ⅱ 前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末 

株式数(千株) 

当事業年度 

増加株式数(千株)

当事業年度 

減少株式数(千株) 

当事業年度末 

株式数(千株) 

発行済株式     

普通株式  500 - - 500 

合計 500 - - 500 

自己株式     

 普通株式 - - - - 

合計 - - - - 

  

２.配当に関する事項 

    該当事項はありません。 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※1． 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

おりであります。 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係は次のとおりであ

ります。 

平成19年９月30日現在 平成19年３月31日現在 
 

現金預け金勘定 10,916百万円

10,916百万円現金及び現金同等物 

 

 
現金預け金勘定 7,977百万円

7,977百万円現金及び現金同等物 
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（リース取引関係） 

該当事項はありません。 

 

(有価証券関係) 

Ⅰ 当中間会計期間末 

 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年９月30日現在） 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

国債 9,999 10,078 79 

社債 2,047 2,046 △0 

合計 12,046 12,124 78 

（注）時価は、当中間会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

 

 

２ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年９月30日現在） 

 
取得原価 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

債券 197,566 191,969 △5,596 

国債 139,107 133,713 △5,394 

短期社債 2,997 2,997 0 

社債 55,461 55,258 △202 

その他 140,049 139,366 △682 

外国債券 135,003 134,472 △531 

その他の証券 5,045 4,894 △151 

合計 337,615 331,336 △6,278 

（注）中間貸借対照表計上額は、当中間会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計上し

たものであります。 

 

 

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額（平成19年９月30日現在） 

 金額(百万円) 

子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 

 

3,000 

その他有価証券 

証券投資信託 

 

2,000 
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Ⅱ 前事業年度末 

 

１ 売買目的有価証券（平成19年３月31日現在） 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に 

含まれた評価差額 

（百万円） 

売買目的有価証券 5,212 51 

 

 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 
 

 
貸借対照表計上

額（百万円）

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 
うち差益 

（百万円） 

うち差損 

（百万円） 

債券     

社債 2,111 2,110 △0 7 8

合計 2,111 2,110 △0 7 8

 

 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日現在） 
 

 
取得原価 

（百万円） 
貸借対照表計上
額（百万円）

評価差額 
（百万円） 

うち差益 

（百万円） 

うち差損 

（百万円） 

債券 229,943 224,619 △5,324 308 5,633 

国債 136,166 131,025 △5,141 239 5,380 

短期社債 20,981 20,984 3 3 - 

社債 72,795 72,609 △186 66 253 

その他 147,639 147,291 △348 200 549 

外国債券 142,593 142,260 △333 200 534 

その他の証券 5,045 5,031 △14 - 14 

合計 377,583 371,910 △5,673 509 6,182 

 

 

４ 当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

 

５ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 売却額（百万円） 売却益（百万円） 売却損（百万円） 

その他有価証券 121,585 682 516 

 

 

６ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（平成19年３月31日現在） 

 金額（百万円） 

その他有価証券  

証券投資信託 2,000 

合計 2,000 
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７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成19年３月31日現在） 

 １年以内（百万円）
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円）

債券 54,883 74,065 11,239 86,541 

国債 7,725 29,034 8,836 85,428 

短期社債 20,984 - - - 

社債 26,173 45,031 2,402 1,112 

その他 44,479 93,334 4,445 - 

外国債券 44,479 93,334 4,445 - 

その他の証券 - - - - 

合計 99,362 167,400 15,685 86,541 

 

 

（金銭の信託関係） 

 Ⅰ 当中間会計期間末 

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 前事業年度末 

 該当事項はありません。 
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(その他有価証券評価差額金) 

 

Ⅰ 当中間会計期間末 

 

○その他有価証券評価差額金（平成19年９月30日現在） 

中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。 

 金額（百万円） 

評価差額 △5,155 

 その他有価証券 △5,155 

 その他の金銭の信託 - 

 （+）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） - 

その他有価証券評価差額金 △5,155 

（注）評価差額からは時価ヘッジに係る差額△1,114百万円、組込みデリバティブの区分処理に伴う振替

額△８百万円を除いております。 

 

Ⅱ 前事業年度末 

 

○その他有価証券評価差額金（平成19年３月31日現在） 

貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。 

 金額（百万円） 

評価差額 △4,462 

 その他有価証券 △4,462 

 その他の金銭の信託 - 

 （+）繰延税金資産（又は（△）繰延税金負債） - 

その他有価証券評価差額金 △4,462 

（注）評価差額からは時価ヘッジに係る差額△1,199百万円、組込みデリバティブの区分処理に伴う振替

額△10万円を除いております。 
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（デリバティブ取引関係） 

 

Ⅰ 当中間会計期間末 

 

(1）金利関連取引（平成19年９月30日現在） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

取引所 金利先物 2,305 12 12

店頭 金利スワップ 57,737 △95 △95

合計 - △82 △82

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。 

なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士

協会業種別監査委員会報告24号）等に基づき、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記

記載から除いております。 

 

(2）通貨関連取引（平成19年９月30日現在） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

通貨スワップ 7,686 △1,075 △1,075

為替予約 125,388 3,686 3,686店頭 

通貨オプション 974 △36 △19

合計 - 2,573 2,590

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。なお、ヘッ

ジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２．引直し対象の先物為替予約も上記に含めて記載しております。 

 

(3）債券関連取引（平成19年９月30日現在） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

取引所 債券先物 2,000 17 17

店頭 債券オプション 2,000 △22 △12

合計 - △5 4

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。 

 

(4）クレジットデリバティブ取引（平成19年９月30日現在） 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

店頭 
クレジット・ 
デフォルト・オプショ
ン 

10,652 107 107

 合計 - 107 107

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。 
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Ⅱ 前事業年度末 

 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

当社が利用している主要なデリバティブ取引は次のとおりです。 

金利関連取引：金利先物取引、金利スワップ取引、金先オプション取引 

通貨関連取引：先物為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワップ取引 

債券関連取引：債券先物取引、債先オプション取引、債券オプション取引 

その他の取引：クレジットデリバティブ取引 

 

(2）取引に対する取組方針 

当社では、資産・負債の総合的コントロールを実現すべくデリバティブ取引を活用します。これらの取引は

資産・負債の各種特性に応じたヘッジ目的での利用を基本としておりますが、リスクの特定及び管理可能なデ

リバティブ取引については、あらかじめ定めた極度等の範囲内において、ヘッジ目的以外で取り組むことがで

きることとしております。 

 

(3）取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、資産・負債の総合的コントロールを実現すべく、主にヘッジ目的でデリバティ

ブ取引を利用しております。取り組みにあたっては、取引内容、ヘッジ対象、取引枠等の目的を事前に設定し、

取引の許容範囲を明確にしております。 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ又は時価ヘッジを適用して

おります。固定金利の貸出金の相場変動を相殺するヘッジにおいては、「銀行業における金融商品会計基準適

用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）に基づき、一定

の残存期間毎にグルーピングしてヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引をヘッジ手段として指定し、包括

ヘッジを適用しております。また、その他有価証券に区分している固定金利の債券の相場変動を相殺するヘッ

ジにおいては、個別にヘッジ対象を識別し、金利スワップ取引等をヘッジ手段として指定し、時価ヘッジを適

用しております。 

当社においては、ヘッジ目的でのデリバティブ利用以外に、あらかじめ定められた極度の範囲内において、

短期的な金利・為替見通しに基づくトレーディングを実行する担当部門を設置し、機動的な取引を行っており

ます。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

当社が取り組むデリバティブ取引は、現物資産と同様に市場リスク（金利・株価・為替等市場環境の変化に

よりデリバティブ取引の価値が減少し損失を被るリスク）、信用リスク（デリバティブ取引の相手先やクレ

ジットデフォルトスワップにおける対象企業が倒産等により契約不履行に陥り損失を被るリスク）、市場流動

性リスク（市場の流動性の低下により適正な価格・数量での取引が困難になるリスク）が存在します。 

 

(5）取引に係るリスク管理体制 

当社では、リスク管理に関する基本方針を決定し、その基本方針に則って管理体制を整備し、リスク管理を

行っております。 

当社では取締役会に対して定期的にデリバティブ取引に係る情報を含むリスクの状況及び極度等の遵守状況

などのリスク管理報告がなされており、リスク管理・運営に関する重要事項を協議・決定しております。また、

当社では、経営会議の下、ＡＬＭ委員会を設置しており、適正なリスク管理の実現に努めております。加えて、

取引実行部門と事務・管理部門の分離により、取引の締結・執行及びリスク量・損益の算出において厳正な

チェック機能が働く態勢としております。 
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２．取引の時価等に関する事項 

 

(1）金利関連取引(平成19年３月31日現在) 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

 金利先物  

取引所 売建 30,272 - 14 14

 買建 84,972 - △4 △4

 金利スワップ  

店頭 
受取固定・支払

変動 
12,098 12,098 △59 △59

 
受取変動・支払

固定 
95,083 85,383 △419 △419

合計 - - △469 △469

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、「銀行業

における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監

査委員会報告24号）等に基づき、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除

いております。 

２．時価の算定方法 

取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。店頭取引に

つきましては、割引現在価値等により算定しております。 

 

(2）通貨関連取引(平成19年３月31日現在) 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

通貨スワップ 7,461 - △800 △800

為替予約  

売建 70,372 - 85 85

買建 114,993 - 3,074 3,074

通貨オプション  

売建 1,096 - △17 △6

店頭 

買建 6,475 - 14 △5

合計 - - 2,356 2,348

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。なお、ヘッジ

会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。 

２．時価の算定方法 

割引現在価値等により算定しております。 

３．引直し対象の先物為替予約も上記に含めて記載しております。 
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(3）債券関連取引(平成19年３月31日現在) 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

 債券先物  

取引所 売建 5,418 - △0 △0

 買建 353 - △0 △0

合計 - - △0 △0

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を損益計算書に計上しております。 

２．時価の算定方法 

東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。 

 

(4）クレジットデリバティブ取引(平成19年３月31日現在) 

区分 種類 
契約額等 

（百万円） 

契約額等のうち

１年超 

（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 

（百万円） 

クレジット・デリバ
ティブ 

 

売建 2,177 2,177 △10 △10

買建 － － － －

クレジット・ 
デフォルト・スワッ
プ 

 

売建 － － － －

店頭 

買建 7,500 7,500 △20 △20

 合計 － － △31 △31

（注）１．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。 

２．時価の算定方法 

取引対象物の価格、契約期間等の構成要素に基づき算定しております。 



 

－  － 
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（１株当たり情報） 

 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 76,569.84 73,756.03 

１株当たり中間(当期)純利益 円 4,090.40 2,046.92 

潜在株式調整後 

1株当たり中間（当期）純利益 
円 － － 

 

（注）１．「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成14年９

月25日）が平成18年１月31日付けで改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用されるこ

とになったことに伴い、前事業年度から同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損

益」を含めて算出しております。これにより、従来の方法に比べ前事業年度の１株当たり純資産額は

928円30銭減少しております。 

２．１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当中間会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

中間（当期）純利益 百万円 2,045 1,023 

普通株主に帰属しない金額 百万円 － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 百万円 2,045 1,023 

普通株式の（中間）期中平均株式数 千株 500 500 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がありませんので、記載し

ておりません。 

 

（重要な後発事象） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 子会社の設立 

──────  当社は平成19年６月14日開催の取締役会において、
下記のとおり当社100％子会社を設立することを決議
し、平成19年６月19日に設立いたしました。 

  

 
 

１．商号 ソニーバンク証券株式会社 

 （英文表記） Sony Bank Securities 
Incorporated 

２．所在地 東京都港区赤坂二丁目17番22号

３．資本金 15億円 

４．決算期 ３月末 

５．事業内容 有価証券等の売買、有価証券
等の取引の媒介、取次ぎまた
は代理。 

６．設立目的 当社のお客様に対して、証券
仲介業務を通じた資産運用
サービスを提供し、多様化す
るお客様のニーズにお応えす
る。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成19年９月４日関東財務局長に提出。 

 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成19年９月18日及び平成19年10月１日関東財務局長に提出。 

平成19年９月４日提出の有価証券届出書の訂正届出書であります。 

 

(3）臨時報告書 

 平成19年９月４日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第１項及び同条第２項第１号に基づく臨時報告書であります。 

 

(4）臨時報告書の訂正報告書 

 平成19年10月１日関東財務局長に提出。 

 平成19年９月４日提出の臨時報告書の訂正報告書であります。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 

 



 

 

 

(1) ／ 2007/12/20 18:12 (2007/12/20 18:11) ／ 942014_21_0709_wk_07429671／中間監査H19連結／os2ソニーFHD.doc 

 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成19年12月20日

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 啓一 

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丸山 琢永 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているソニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月10日付で公募による新株式発行を行っている。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成19年12月20日

ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社  

 取締役会 御中  

 

 あらた監査法人  

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 大塚 啓一 

 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 丸山 琢永 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているソニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第４期事

業年度の中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年10月10日付で公募による新株式発行を行っている。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 

 






